
主要施策 施策の展開方向 担当課・室 事業番号

経営・創業支援課
産業技術課

産業技術課

県内企業水素利活用促進事業 産業政策課

信州医療機器事業化促進・グローバル展開事業

航空機産業振興事業 産業技術課

EVシフト・海外展開支援事業

令和６年度 産業労働部施策体系

主要事業

ゼロカーボン関連技術開発等促進事業 産業技術課

デジタル化一貫支援体制整備事業 産業立地・IT振興課

海外ＩＴ人材獲得支援事業 産業立地・IT振興課

信州ITバレー構想推進事業 産業立地・IT振興課

中小企業融資制度資金 経営・創業支援課

経営・創業支援課

国内販路開拓事業

長野県中小企業物価高騰・人材不足対策業務改善事業［R5.11補］

海外販路開拓事業 営業局

沖縄交流プロジェクト推進事業

信州ブランド普及・発信事業 営業局

中小企業経営支援関連事業 経営・創業支援課

産業人材育成支援事業 産業人材育成課

営業局

信州首都圏総合活動拠点運営事業 営業局

「信州ブランド」共創・発信強化事業

工科短期大学校・技術専門校運営事業

「はたらく」を学ぶ信州職業体験フィールド展開事業

企業ＤＸ推進人材育成講座事業

プロフェッショナル人材戦略拠点事業 経営・創業支援課

若年人材の就業支援事業 労働雇用課

デジタル地域通貨普及支援事業 産業政策課

日本酒･ワイン振興室

「しあわせバイ信州運動」推進事業

グローカルな「NAGANOの食」価値向上推進事業

女性・若者が創る商店街賑わい創出事業 産業政策課

信州地酒振興事業 日本酒･ワイン振興室

伝統的工芸品産業地域内循環支援事業 産業技術課

伝統的工芸品・クラフト連携促進事業 産業技術課

おためしナガノ2.0事業 産業立地・IT振興課

商店街ソーシャル・ビジネス創業支援事業

多様な働き方普及促進事業 労働雇用課

産業立地・IT振興課

ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業

リゾートテレワーク推進事業

地方就職学生支援事業

多様な人材の就業支援事業 労働雇用課

男性の育児休業取得促進事業 労働雇用課

奨学金返還支援制度導入企業サポート事業 労働雇用課

ショートタイムワーク創出による人材確保・業務効率化モデル事業 労働雇用課

産業人材育成課

産業人材育成課

営業局

営業局

労働雇用課

食品産業の活性化支援事業 日本酒・ワイン振興室

創業・承継支援強化事業

中小企業エネルギーコスト削減促進事業

産業集積強化推進事業 産業立地・IT振興課

経営・創業支援課

労働雇用課

産業政策課

産業政策課

産業人材育成課

労働雇用課
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持
続
可
能
で
安
定
し
た

暮
ら
し
を
守
る

省エネルギーの推進

起業・スタートアップ
の増加・育成の推進

経営の持続可能性
の強化

国内外での販路拡大
の支援と稼ぐ力の向
上

信州ブランドの発信
とブランド力の強化

産業の生産性と
県民所得の向上
を図る

成長期待分野への
新規参入・事業拡大・
集積の促進

身近な暮らしを支え
る産業の振興

産業人材の育成
強化と確保定着

廃棄物の削減・再資
源化

信州回帰プロジェクト
による人や企業の
呼び込みの推進

働き方改革を推進
し、就労支援を
強化する

多様な働き方の導入
と公正な待遇の確保
の促進

多様な人材の
労働参加の支援

地球環境を保全
する

創
造
的
で
強
靭
な
産
業
の
発
展
を
支
援
す
る

人や社会に配慮
した環境再生的
で分配的な経済 地産地消の拡大

地域に根差した
産業を活性化
させる

住む人も訪れる
人も快適な空間
をつくる

快
適
で
ゆ
と
り
の
あ
る

社
会
生
活
を
創
造
す
る

誰
に
で
も
居
場
所

と
出
番
が
あ
る

社
会
を
つ
く
る

総合的な地球温暖化
対策の推進

所得向上の推進



令和６年度　産業労働部　組織について

令和６年４月１日

　産 業 政 策 課 総務係 名古屋事務所 (3)
経理係
（企画担当） 大阪事務所 (3)
団体・サービス産業振興係

　経営・創業支援課 中小企業支援係
創業・承継支援係
金融支援係

　産業立地・ＩＴ振興課 立地振興係
ＩＴバレー推進係 指導課

産 計量検定所 検定・検査課

業

労 　産 業 技 術 課 技術振興係 【創業支援センター】
保安・伝統産業係 技術連携部門

働 地酒・食品振興係 総務部門
材料技術部門

部 精密・電子・航空技術部門
 【岡谷ｾﾝﾀｰ】

環境・情報技術部門
【松本ｾﾝﾀｰ】

食品技術部門

工科短期大学校
　産業人材育成課 能力開発係 南信工科短期大学校

人材育成支援係 技術専門校
（長野、松本、岡谷、飯田、
　佐久、上松）

　労 働 雇 用 課 労働環境係 労政事務所
調査情報係 （東信、南信、中信、北信）
雇用対策係 若年者就業ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

　営 業 局 販売流通促進担当 信州首都圏総合活動拠点
ﾒﾃﾞｨｱ・ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ発信担当

　　地　域　振　興　局

佐久・上田・諏訪・上伊那 商工観光課 振興係
南信州・松本・長野

工業係
　木曽・北アルプス・北信 商工観光課

※各所属の（　）書きは、それぞれの定数を表す。（準定数を含む。）

(79)

(432)

(13) (54)

(8)
(16)

(4)

(5)

(17)

(31)

(11)

(17)

 上海駐在員
 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員(27)

(12)

(12)

(9)

工業技術総合ｾﾝﾀｰ (111)



令和６年４月１日現在

代表電話　０２６－２３２－０１１１

係 直通電話番号 ＦＡＸ番号　　Ｅ－mail

総務係 ０２６－２３５－７１９１ ２３５－７４９６

経理係 ０２６－２３５－７１９２ ２９１６ ～ ２９１８ sansei@pref.nagano.lg.jp

団体・サービス産業振
興係

０２６－２３５－７２１８ ２９０５ ～ ２９０８

(企画担当） ０２６－２３５－７２０５

中小企業支援係 ０２６－２３５－７１９５ ２３５－７４９６

創業・承継支援係 ０２６－２３５－７１９４ ２９６４ ～ ２９６６ keieishien@pref.nagano.lg.jp

金融支援係 ０２６－２３５－７２００

立地振興係 ０２６－２３５－７１９３ ２３５－７４９６

ＩＴバレー推進係 ０２６－２３５－７１９８ ritti-it@pref.nagano.lg.jp

技術振興係 ０２６－２３５－７１９６ ２３５－７４９６

保安・伝統産業係 ０２６－２３５－７１３３ sangi@pref.nagano.lg.jp

地酒・食品振興係 ０２６－２３５－７１２６

能力開発係 ０２６－２３５－７１９９ ２３５－７３２８

人材育成支援係 ０２６－２３５－７２０２ jinzai@pref.nagano.lg.jp

労働環境係 ０２６－２３５－７１１８ ２３５－７３２７

調査情報係 ０２６－２３５－７１１９ ２４７５ 、 ２４７６ rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

雇用対策係 ０２６－２３５－７２０１

(販売流通促進担当） ０２６－２３５－７２４８ ２３５－７４９６

（メディア・ブランド発
信担当）

０２６－２３５－７２４９ eigyo@pref.nagano.lg.jp

直通電話番号 Ｅ－mail アドレス

【県外事務所】

東京事務所 ０３－５２１２－９０５５ tokyojimu@pref.nagano.lg.jp

名古屋事務所 ０５２－２５１－１４４１ nagoyajimu@pref.nagano.lg.jp

大阪事務所 ０６－６３４１－７００６ osakajimu@pref.nagano.lg.jp

０３－６２７４－６０１５ ginza-nagano@pref.nagano.lg.jp

【関係機関】

(公財)長野県産業振興機構 ０２６－２２６－８１０１ nice@nice-o.or.jp

長野県信用保証協会 ０２６－２３４－７２８８ hosyo@nagano-cgc.or.jp

長野県職業能力開発協会 ０２６－２３４－９０５０ noukainagano@navada.or.jp

産業立地・ＩＴ振興課

２９５７～２９５９

2477～2479

課

長野県庁

〒３８０－８５７０　長野県長野市大字南長野字幅下６９２－２

内　　　線

産業政策課

２９６０～２９６２

経営・創業支援課

２２６－８８３８

３９６７

２９９４、２９９５、２９８６、
２９９９

2921～2923、2935
2936、2963、2970

２９２５～２９２９、２９１９

２９９２、２９９３、２９８５、
２９９８

2913～2915、2932

～

２３４－９２８０

２３２－３０５２

現地機関名

６２７４－６５５７

２６２－４６６９

信州首都圏総合活動拠点
（銀座NAGNANO）

ＦＡＸ番号

５２１２－９１９６

６４５６－２８８９

営業局 ３９６１

産業技術課

産業人材育成課

労働雇用課

２４７３、２４７４、２４８０

2931、2937～2939、
2940～2942、2952、

2972～2975

長野県産業労働部・現地機関等

50

mailto:eigyo@pref.nagano.lg.jp
mailto:eigyo@pref.nagano.lg.jp
mailto:ginza-nagano@pref.nagano.lg.jp
mailto:hosyo@nagano-cgc.or.jp


直通電話番号 ＦＡＸ番号 Ｅ－mail アドレス

商工観光課 ０２６７－６３－３１５７ ６３－３１１５ sakuchi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６８－２５－７１４０ ２４－０３３１ uedachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６６－５７－２９２２ ５７－２９６７ suwachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６５－７６－６８３２ ７６－６８９０ kamichi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６５－５３－０４３１ ５３－０４７６ minamichi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６４－２５－２２２８ ２５－２２５０ kisochi-shokan@pref.nagano.lg.jp.

商工観光課 ０２６３－４０－１９３２ ４７－８９０４ matsuchi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６１－２３－６５２３ ２３－２９３４ kitachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６－２３４－９５２７ ２３４－９５９５ nagachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

商工観光課 ０２６９－２３－０２１９ ２３－０２５６ hokuchi-shokan@pref.nagano.lg.jp

０２６３－４７－４００６ ４７－９８９５ keiryo@pref.nagano.lg.jp

０２６－２６８－０６０２ ２９１－６２４３ gijuren@pref.nagano.lg.jp

０２６－２２６－２８１２ ２９１－６２４３ kogyoshiken@pref.nagano.lg.jp

精密・電子・航空技術部門 ０２６６－２３－４０００ ２３－９０８１ seimitsushiken@pref.nagano.lg.jp

環境・情報技術部門 ０２６３－２５－０７９０

食品技術部門 ０２６－２２７－３１３１

創業支援センター ０２６－２６８－１４５６ ２９１－６２４３ naganosogyoshien@pref.nagano.lg.jp

０２６６－２４－３１１１ ２３－９０８１ okayasogyoshien@pref.nagano.lg.jp

０２６３－２６－３３７８ ２６－５３５０ matsumotosogyoshien@pref.nagano.lg.jp

０２６８－３９－１１１１ ３７－１１０２ kokatankidai@pref.nagano.lg.jp

０２６５－７１－５０５１ ７２－２０６４ nanshinkotan@pref.nagano.lg.jp

０２６－２９２－２３４１ ２９２－２３４２ nagagisen@pref.nagano.lg.jp

０２６３－５８－３１５８ ８５－１４１２ matsugisen@pref.nagano.lg.jp

岡谷技術専門校 ０２６６－２２－２１６５ ２１－１０００ okagisen@pref.nagano.lg.jp

０２６５－２２－１０６７ ２２－４０１５ iidagisen@pref.nagano.lg.jp

０２６７－６２－０５４９ ６２－６４７６ sakugisen@pref.nagano.lg.jp

０２６４－５２－３３３０ ５２－２０７９ agemagisen@pref.nagano.lg.jp

０２６８－２５－７１４４ ２３－１６４２ toshinrosei@pref.nagano.lg.jp

０２６５－７６－６８３３ ７６－６８３４ nanshinrosei@pref.nagano.lg.jp

０２６３－４０－１９３６ ４７－７８２８ chushinrosei@pref.nagano.lg.jp

０２６－２３４－９５３２ ２３４－９５６９ hokushinrosei@pref.nagano.lg.jp

０２６３－３９－２２５０ ３９－２２６０ jobcafe-shinshu@pref.nagano.lg.jp

０２６－２２８－０３２０ ２２８－０３６０ jobcafe-shinshu@pref.nagano.lg.jp

2024/04版

【計量検定所・工業技術総合センター】

計量検定所

佐久

上田

諏訪

北信

南信州

松本

北アルプス

長野

木曽

現地機関名

【地域振興局】

【工科短期大学校・技術専門校】

工科短期大学校

【労政事務所】

東信労政事務所

北信労政事務所

上伊那

shokuhinshiken@pref.nagano.lg.jp

工
業
技
術
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 経営の下支え
・「経営健全化支援資金（物価高対策）」の継続
・「経営改善サポート資金（特別型）」を創設し、信用保証料を全額補助（経営者保証を外す場合を含む）

するとともに、信用保証付き融資全般からの借換を可能とすることで、抜本的な経営改善・事業再生
への支援を強化

 基盤強化・事業展開支援（信州創生推進資金）
・「事業展開・物流革新向け」資金の貸付利率を引き続き1.1％へ引き下げ
・「ゼロカーボン・次世代産業向け」資金を拡充し、エネルギーコスト削減促進ツール（R5構築）を利用し、

光熱費やCO2削減効果が高い設備投資を行う中小企業者等に対して、信用保証料を全額補助（経営者保証を
外す場合を除く）

 人材確保・賃上げ促進
・「中小企業振興資金（しあわせ信州創造枠）」の対象者を拡大し、「業務改善助成金」受給者についても貸

付利率を0.2%引き下げ
 経営者保証改革の促進

・「中小企業振興資金（経営者保証不要枠）」を創設し、経営者保証の提供を事業者が選択できる環境を整備

主な改正内容

R６年度当初予算︓153,382,536千円

経営・創業⽀援課

【概要】
 金融機関及び信用保証協会等との協調による低利融資を通じて、厳しい経営環境におかれている中小企業者等

への資金繰り支援や、抜本的な経営改善・事業再生への支援を継続・強化するとともに、基盤強化・事業展
開・新分野進出などに挑戦する意欲ある中小企業者等に必要な資金を供給【融資可能額：800億円】

２-2 創業・承継⽀援強化事業
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 信州スタートアップステーションを松本市と⻑野市で運営し、起業相談をはじめ、
創業応援ポータルサイトを活用した女性起業家向け支援の充実など幅広いスタート
アップ支援を実施
・スタートアップ企業が県内企業等へ事業内容を発表・交流することで協業を促進
・「信州スタートアップ・承継支援ファンド」の投資対象企業に側面支援を実施

スタートアップ⽀援事業

R６年度当初予算︓111,745千円

経営・創業⽀援課
【概要】
 新たな価値を創造するスタートアップ企業等の創業を促進するため、企業、大学関係者等の交流の中から新た

なビジネスアイデアを実現できる環境（スタートアップ・エコシステム）を整備
 後継者不足を背景に事業継続を断念する事業者の増加が懸念されるため、県事業承継・引継ぎ支援センター、

市町村、商工会等との連携により、県内事業者の円滑な事業承継を促進

 地域課題をビジネスの手法で解決するソーシャル・イノベーションによる創業を行う者に対し、創業に要する
経費を補助するとともに、伴走支援員2名を配置し、創業者へのきめ細かいサポートを実施

地域課題解決型創業⽀援事業

 県地域振興局、市町村、商工会による合同チームを形成し、これまでに事業承継支援が行き届かなかった郡部
の事業者に対し、承継状況調査や個別支援を実施

事業承継サポート強化事業

松本（ICT拠点サザンガク内）



Ｒ６年度以降これまでの取組

２-３ 中小企業エネルギーコスト削減促進事業

 県内企業、金融機関及び産業支援機関等を対象としたツール利用方法に係る説明会を開催し、ツールの普及に
よる中小企業の省エネ設備等導入を支援

 ツールの利便性向上のための改修及び助成金データの更新を実施

エネコスツール普及セミナーの実施

R６年度当初予算︓3,000千円

経営・創業支援課
【概要】
 設備投資によるコスト削減効果等を可視化する「エネルギーコスト削減促進ツール」の普及により、県内中小
企業の自主的な省エネ設備等の導入を支援

県
中小企業

⑤信⽤保証料補助率の引上げ

⑤制度融資
※ゼロカーボン向け資⾦

設備
会社

商工
団体

①エネコスツールの配布

③自己診断
④設備導入

②診断のサポート

⾦融
機関

中小企業

①エネルギーコスト削減助成⾦

②制度融資

②信⽤保証料補助

⾦融
機関

③設備導入

県

２-５-４ 中小企業経営支援関連事業

 県内中小企業の⽣産性向上や経営⾰新等を促すため、⺠間の専門家を派遣
 産業支援機関等のワンストップサービス機能の向上のため、ネットワークを強化

経営支援事業（公益財団法⼈⻑野県産業振興機構への補助）

R６年度当初予算︓98,474千円

経営・創業支援課
【概要】
 県内中小企業の経営⾰新や販路拡大等のため、産業支援機関等と連携して、専門家の派遣や国内外の展示会
出展、商談会の開催等を支援

 県内外及び海外への販路拡大を支援するため、展示会出展支援、商談会の開催等を実施
 県内、県外（東京、名古屋、大阪）に受発注取引の専門家を配置等

マーケティング支援事業（公益財団法⼈⻑野県産業振興機構への補助）

 県内製造業の国際展開を推進するとともに、成⻑期待分野への投資促進等を図るため、市町村、商⼯団体等が
一体となって開催する、全県規模の展示商談会に対して助成

県内産業国際展開等推進事業







「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の公表について 

 

令 和 ５ 年 １ １ 月 ２ ９ 日 

内閣官房新しい資本主義実現本部事務局 

公 正 取 引 委 員 会 

 

 令和５年の春季労使交渉の賃上げ率は約３０年ぶりの高い伸びとなったものの、

令和４年４月以降、現時点に至るまで、急激な物価上昇に対して賃金の上昇が追い

ついていません。この急激な物価上昇を乗り越え、持続的な構造的賃上げを実現す

るためには、特に我が国の雇用の７割を占める中小企業がその原資を確保できる取

引環境を整備することが重要です。 

その取引環境の整備の一環として、今般、内閣官房及び公正取引委員会の連名で

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を別添１のとおり策定しま

した（概要版は別添２参照）ので公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 

優越的地位濫用未然防止対策調査室 

電話 ０３－３５８１－３３７８（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/index.html 

 



労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（概要） 

令和５年１１月 

１．指針の性格 

✓ 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。 

✓ 発注者及び受注者が採るべき行動／求められる行動を１２の行動指針として取りまとめ、そ

れぞれに「労務費の適切な転嫁に向けた取組事例」、「留意すべき点」などを記載。 

・ 本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害す

るおそれがある場合には、公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正

に対処することを明記。 

・ 他方で、発注者としての行動を全て適切に行っている場合、取引当事者間で十分に協議が行

われたものと考えられ、通常は独占禁止法及び下請代金法上の問題が生じない旨を明記。 

２．発注者として採るべき行動／求められる行動 

【行動①：本社（経営トップ）の関与】 

○ ①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取組方針を具体的に経営トップ

まで上げて決定すること、②経営トップが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方法で

社内外に示すこと、③その後の取組状況を定期的に経営トップに報告し、必要に応じ、経営トッ

プが更なる対応方針を示すこと。 

【行動②：発注者側からの定期的な協議の実施】 

○ 受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求められていなくても、業界の慣行

に応じて１年に１回や半年に１回など定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を

設けること。特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取引と称して長年同じ価格で

更新されているような取引においては転嫁について協議が必要であることに留意が必要である。 

○ 協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引とはいえないにもかかわらずスポッ

ト取引であることを理由に協議することなく価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越的地位

の濫用1又は下請代金法上の買いたたき2として問題となるおそれがある。 

【行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること】 

○ 労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合は、公表資料（最低賃金

の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を

用いて提示して希望する価格については、これを合理的な根拠があるものとして尊重すること。 

【行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと】 

○ 労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライチェーン全体での適切な価

格転嫁による適正な価格設定を行うため、直接の取引先である受注者がその先の取引先との

取引価格を適正化すべき立場にいることを常に意識して、そのことを受注者からの要請額の妥

当性の判断に反映させること。 

【行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと】 

○ 受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求められた場合には、協議のテーブ

ルにつくこと。労務費の転嫁を求められたことを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱

いをしないこと。 

【行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること】 

○ 受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、必要に応じ労務費上昇分の

価格転嫁に係る考え方を提案すること。 

                                                      
1 優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となるのは、発注者の取引上の地位が受注者に優越していること
とともに、公正な競争を阻害するおそれが生じることが前提となる。 
2 買いたたきとして下請代金法上問題となるのは、下請代金法にいう親事業者と下請事業者との取引に該当す
る場合であって、下請代金法第２条第１項から第４項までに規定する①製造委託、②修理委託、③情報成果物
作成委託又は④役務提供委託に該当することが前提となる。 



 

３．受注者として採るべき行動／求められる行動 

【行動①：相談窓口の活用】 

○ 労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地方公共団体の相談窓口、中小企

業の支援機関（全国の商工会議所・商工会等）の相談窓口などに相談するなどして積極的に

情報を収集して交渉に臨むこと。 

【行動②：根拠とする資料】 

○ 発注者との価格交渉において使用する労務費の上昇傾向を示す根拠資料としては、最低賃

金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率などの公表資料を用いること。 

【行動③：値上げ要請のタイミング】 

○ 労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回などの

定期的に行われる発注者との価格交渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受

注者が価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の繁忙期など受注者の交渉力が

比較的優位なタイミングなどの機会を活用して行うこと。 

【行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら希望する額を提示】 

○ 発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希望する価格を発注者に提示す

ること。発注者に提示する価格の設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注

先やその先の取引先における労務費も考慮すること。 

 

４．発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動 

【行動①：定期的なコミュニケーション】 

○ 定期的にコミュニケーションをとること。 

【行動②：交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管】 

○ 価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管すること。 

 

５．今後の対応 

✓ ①内閣官房において、各府省庁・産業界・労働界等の協力を得て本指針の周知活動を実施

し、②公正取引委員会において、労務費の転嫁の協議に応じない事業者に関する情報を提

供できるフォームを設置する。 


